
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人日本有機資源協会 

 

 

日 時：平成 29 年 2 月 3 日(金)13：00～16：30 

場 所：三井住友銀行本店ビル 3F 大ホール 

 

 

  



  



資 料 目 次 
 

１．次 第・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
 
２．講演・事例報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

講演１ 

「 未利用木質バイオマス発電の地域貢献 」 

グリーン・サーマル株式会社 代表取締役 滝澤 誠 氏 

講演２・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

「 バイオマス事業におけるファイナンスの現状と課題 」 

一般社団法人グリーンファイナンス推進機構 

専務理事 兼 事務局長 品川 良一 氏 

講演３・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

「 再生可能エネルギー市場の動向とバイオマス発電への期待 」 

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 部長 

環境エネルギー資源戦略グループ担当 段野 孝一郎 氏 

事例報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

「 バイオマス産業都市さが－藻類産業の集積を目指して－ 」 

佐賀県佐賀市環境部バイオマス産業都市推進課  創エネ戦略室 

            参事兼副課長 創エネ戦略室長 井口 浩樹 氏 
 
３．パネルディスカッション参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４ 

「 興部町のバイオマス事業の取り組みについて 」 

北海道興部町 町長 硲 一寿 氏 

 
 
  



次 第 

１．開会挨拶（13:00） 

一般社団法人日本有機資源協会 会長 牛久保 明邦 

２．来賓挨拶（13:05） 

   農林水産省 食料産業局 バイオマス循環資源課 課長 川野 豊 氏 

３．講演・事例報告（13:10） 

講演１（13:10） 
「未利用木質バイオマス発電の地域貢献」 

グリーン・サーマル株式会社 代表取締役 滝澤 誠 氏 
講演２（13:40） 

「バイオマス事業におけるファイナンスの現状と課題」 
一般社団法人グリーンファイナンス推進機構 

専務理事 兼 事務局長 品川 良一 氏 
講演３（14:10） 

「再生可能エネルギー市場の動向とバイオマス発電への期待」 
株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 部長 

環境エネルギー資源戦略グループ担当 段野 孝一郎 氏 
事例報告（14:40） 

「バイオマス産業都市さが－藻類産業の集積を目指して－」 
佐賀県佐賀市環境部バイオマス産業都市推進課  創エネ戦略室 

            参事兼副課長 創エネ戦略室長 井口 浩樹 氏 

＝ 休憩（15:10～15:25） ＝ 

４．パネルディスカッション（15:25） 

「バイオマス事業の課題と今後の展望」 
コーディネーター           北海道興部町 町長 硲 一寿 氏 

バイオマス産業都市連絡協議会 会長 、 
バイオマス活用推進専門家会議 委員 ） 

パネリスト 

・グリーン・サーマル株式会社 代表取締役                          滝澤 誠 氏 
・一般社団法人グリーンファイナンス推進機構専務理事 兼 事務局長   品川 良一 氏 
・株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 部長 

環境エネルギー資源戦略グループ担当                       段野 孝一郎 氏 
・佐賀市環境部バイオマス産業都市推進課  創エネ戦略室 

参事兼副課長 創エネ戦略室長                                  井口 浩樹 氏 

５．閉会（16:30） 
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講演１ 

「 未利用木質バイオマス発電の地域貢献 」 
 
 

グリーン・サーマル株式会社 

代表取締役 滝澤 誠 氏 
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未利用木質バイオマス発電
の地域貢献

2017年2月3日
グリーン・サーマル㈱ 代表取締役

滝澤 誠

グリーン・サーマル社のご紹介

弊社は、山林未利用材を燃料としたバイオマス発電の普及を目指し、
先行するリサイクルチップを燃料としたバイオマス発電所の運営経
験者と数十年に及ぶ林業・素材生産事業経営者複数名により設立し
た会社です。
その両者の経験から、燃料の収集体制の構築や燃料の加工・調質に
独自のノウハウを生かし５０００kw級のバイオマス発電システムを
標準モデルとして構築致しました。

再生可能エネルギーの全量買取制度を生かし、国内への普及を目指
して事業に取り組んでおります。

会社概要
会社名 グリーン・サーマル株式会社
本社 東京都港区西新橋1－13－5
設立 平成２１年１０月
資本金 ５０２５万円
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開発実績
- 開業まで携わった発電所 -

稼働中発電所

H24 グリーン発電会津 5700kw（福島県会津若松市）

H25 グリーン発電大分 5700kw（大分県日田市）

H26 グリーンバイオマスファクトリー 5750kw (宮崎県都農町）

H27 ＢＰＳ大東 5750kw（大阪府大東市）

稼働予定

H28 ＢＰＳ新潟 5750kw（新潟県新潟市）

H29 SGETグリーン発電三条 6250kw（新潟県三条市）

H30 DSグリーン発電米沢 6250kw（山形県米沢市）

事業概要（6250kWの場合）

総事業費：約32億円(チップ加工設備込み）

面積 ：12,000～30,000㎡(原木置場込み）

開発期間：営業運転まで約３年

売上 ：約11億円/年見込
（買取制度２０年固定）

燃料 ：購入費 約6.5億円
購入量 約８万トン

（含水５０％換算）
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山元に設置するバイオマス発電の重要性
バイオマス発電事業の目的

１．新エネルギーの供給
特にバイオマス発電は他の新エネと違い、帯で安定した出力の電力を供給

でき、新エネ唯一のベース電源になれる利用価値の非常に高い電源である。

２．林業の拡大、山林の整備
海外の化石燃料の輸入ではなく、国内林業から産出される未利用資源であ

る。
また、その有効利用が、国内山林の保全や循環となる。

３．地元貢献
国内の全ての場所に送電線網があり、山元で生産した電力は、輸送コスト

を掛けずにまた、全く余分なＣＯ２は排出せずに、合理的に納品できる。
従って、他の産業と違い、都市部や工業地帯にある必要がない。地方都市の
産業創出に大きく貢献でき、更には、その都市において、電力の一部分を自
ら担うという効果も大きい。（本来の地産地消の実現）

【Ａ材】

【Ｂ材】

【Ｃ材】

【Ｄ材】

【約１０％】

【約４０％】

【約２５％】

【約２５％】

【供給側】

山
林
未
利
用
材

山側でのバイオマス発電システムの必要性

A材＋B材＋全量
買取制度によって
取引されるC,D材

これにより増加し
た売上が次期の森
林資源循環費用に
充てられる
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林野庁資料
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毎木調査：１haの場合

山林所在地

毎木調査：１haの場合
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毎木調査：１haの場合

毎木調査：１haの場合
所有者 山林所有者A

地番 新潟県三条市某所

樹高（m） 14

胸高直径（cm） 本数 材積（m3）

12以下 5 1.008

14 9 2.4696

16 9 3.2256

18 16 7.2576

20 18 10.08

22 16 10.8416

24 19 15.3216

26 14 13.2496

28 17 18.6592

30 23 28.98

32 17 24.3712

34 23 37.2232

36 17 30.8448

38 14 28.3024

40 24 53.76

42 12 29.6352

44 10 27.104

46 5 14.812

48 11 35.4816

50 7 24.5

52 2 7.5712

54 0 0

56 2 8.7808

58 3 14.1288

合計 293 447.608
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従来の売上

燃料用を搬出した場合
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波及効果：5700kWの場合

【雇用の創出①】 発電所運転員 12人

【雇用の創出②】 木質燃料集荷・集材 60人

成長木伐採による高価木種の育成、幼木植樹によるＣＯ２吸収

間伐材利用による林地・林道整備、発酵によるメタンガス減少

【派生的効果③】循環

【環境負荷低減】 ＣＯ２削減 17,000トン/年

【派生的効果①】循環

【派生的効果④】循環

治山治水、水源涵養、生態系保全

森林・産業観光及び森林吸収機能の深化

【派生的効果②】循環

未利用木質バイオマスの発電利用がもたらす経済および環境効果の試算

（５７００ｋＷ規模）

１．未利用木質バイオマス発電所（５７００ｋＷ）による経済効果（億円/年）

施設建設時 経常運転時
公益的機能
増加評価額

合計

直接 1.8 16
19.2 48.6

直接＋間接 4.4 25

＊耐用年数１５年

２．未利用木質バイオマス発電所（５７００ｋＷ）による環境影響（t-CO2/年）

施設建設時 経常運転時
火力発電
代替効果

国内森林の
ＣＯ２吸収増加

保全された
海外森林の
ＣＯ２吸収

輸入木材
海上輸送の
ＣＯ２削減

直接 16 339 -30,485 
-3.76 -5,200 -18,508 

直接＋間接 503 1,259 -30,935 

Total 1,762 -54,647 -52,885 

＊耐用年数１５年

出典：早稲田大学社会科学総合学術院 鷲津先生他研究チームによる
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波及効果：熱利用設備へ

＜直接的効果＞
・ハウス栽培への温熱供給の可能性
２５～３０度の温水を１０ｔ/h供給可能
（約３０坪に供給可能と想定）

課題

①総事業費/kW = 500千円/kW
・発電効率ＵＰ期待（２５％→＋α）
・設備の簡素化追求

②燃料集荷
・林業就労人口増加（収入ＵＰ）

③制度見直し
・開発に関する届出
・送電線敷設費用、期間短縮

④灰の有効利用
・焼却灰（産廃）→ 成長促進剤へ（原料）
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燃料転換の新たな機会

未利用木質バイオマスの利用拡大
・未利用木質バイオマス発電の立地により始まる

商流（林業従事者、林業機械、輸送）
↓

灯油、重油からの燃料転換の普及
（温浴施設、商業施設等のボイラー）

↓
灯油ストーブから木質ペレットストーブへ

＜結び＞

当社は、バイオマス発電システムの普及こそ
が、林業の復興への確かな道であると確信し
ております。
また、バイオマス事業を国内における一つの
産業までにすることの一役を担うことを使命
と考えております。
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講演２ 

「 バイオマス事業におけるファイナンスの現状と課題 」 

 
 

一般社団法人グリーンファイナンス推進機構  

専務理事 品川 良一 氏 
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平成29年2月3日

一般社団法人グリーンファイナンス推進機構

品川 良一

平成２８年度バイオマス産業都市推進シンポジウム

2
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3

資本と借入金の調達

風力発電や
中小水力発電等の

低炭素化プロジェクト

メザニンファイナンス

融資 民間金融機関
等の融資

＜資金構成イメージ＞

実施
プロジェクト

出資

民間金融
機関等

事業者

出資

※グリーンファンドの出資は総出資額の２分の１未満

事
業
者
出
資

グリーン
ファンド
の出資

グリーンファンドの出資スキーム例

4

地球温暖化
対策税の

税収を活用
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5

プロジェクトファイナンス コーポレートファイナンス

借入人
SPC（「特別目的会社」＝対象
プロジェクトのみ実施）

既存会社

返済財源 プロジェクトから生み出される
キャッシュフロー

既存会社の全資産

既存会社への遡
及

不遡及または限定遡及 借入人自身なので全責任を負う

担保対象
SPCの所有する全資産、権利
及び契約上の地位

既存会社の信用補完のため必
要に応じて一定の資産

表明・保証 必須 通常は行われない

保険 必須 なし

通常、貸付契約と
ともに締結される
関連契約

劣後貸付契約、債権者間合
意書、スポンサー・サポート契
約、建設請負契約、維持管理
業務委託契約等

（出所：バイオマス事業の事業化に関するＱ＆Ａ＜一般社団法人日本有機資源協会＞）

森
林
保
有
者

林業者や
森林組合
から原木の
調達

貯木場

発電会社（SPC）

チップ/ペレット工場

乾燥工程

チップ/ペレット化

燃料供給会社（チップ/ペレット加工会社）

EPC（設計・調達・建設）

発電会社（SPC）

電力会社

グリーンファンド

融
資

出
資

燃料供給
会社

スポンサー保険会社

金融機関

森林保有者

燃料調達フロー

燃料調達フロー

実績？責任？追加
コストは？

どんな内容？

どんな契約？
価格？期間？

どんな契約？

メンテナンスは？ どんな事業
者？

6

乾燥の時間・場
所・含水率をどこま
で下げる

発電所の求める規
格ができるか？
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項目 内容

EPC

・バイオマスのEPCとして十分な実績があるかどうか？
・事業者とEPCの責任分界点が明確化されているかどうか？
・ボイラー等の設備の納入実績・稼働実績がどの程度か？
・コストオーバーラン、タイムオーバーランの可能性は？ また、その時の費用負担は？

燃料供給

・供給量、価格が妥当か（採算性があるか）、また長期的に可能か？契約での取決めはどの程度か？
・燃料の規格（大きさ、形状、含水率等）が適切か？
・乾燥させるのに、十分な時間・場所を確保しているか。
・在庫は保有するのかしないのか？保有する場合の場所は？

メンテナンス
・有資格者は確保しているか？
・メンテナンス体制は確保されているか？
・海外メーカーの設備の場合、緊急時のメンテナンス体制は大丈夫か？ 部品はすぐに調達できるか？

保険 ・売電収入補償特約はどうなっているか？

リザーブ ・どんなリザーブが必要？金額はどの程度にするか？

※一般的な審査の目線であり、案件の特殊性によっては、さらに項目が追加されることがあります。

売上高がFIT制度により確保されること（電気を作れば必ず決まった価格で売電できる）を除けば、一
般的な事業と大きくは変わらない。
将来予測の容易でない燃料調達に関しては、期間・価格・競合等を加味し最悪ケースも想定しておく。
燃料供給契約については、可能な限り、長期に安定的な供給が受けられるよう交渉するべき。

一般的な確認内容の例

7

8

バイオマスのFIT価格

（出所：平成29年度以降の調達価格等に関する意見＜調達価格等算定委員会＞）
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9

（説明）

• 本プロジェクトは、林道の整備が進んでいる宮崎県内に位置することから、事業者が搬出の一
部と物流機能を担うことが可能となり、担い手が減少している林業者の負担を軽減するとともに
バイオマス燃料の安定的な確保を実現し得る事業モデルです。

• 本プロジェクトは、安定電源としての期待が高く、地域活性化効果も高い木質バイオマス発電事
業の普及・促進に貢献できる事業です。

• 本事業によるCO2削減効果は22,163t-CO2/年を想定しています。
（平成26年11月7日リリース） 10

1.5億円

2.4億円

14.1億円

3.5億円

・建設：地元建設会社
・ボイラー：住友重機械工業株式会社

くにうみアセット
マネジメント株式会社

株式会社宮崎森林発電所
（SPC）
事業費：約35億円
発電規模：5,750kW

ＰＰＳ

有限会社山下商事他
地元企業等

グリーンファンド

売電

3億円

融
資

出
資

優
先
株

普
通
株

*1 宮崎県からの無利子融通であり返済義務のあるもの
*2 川南町からの木材加工流通施設等に対する補助金

補助金*2補助金

一部原料供給*3

金融機関

一部原料収集*3

*3
燃料調達について、一部は林業者に
発電所まで供給してもらうが、残りにつ
いては、発電SPCが物流体制を構築し、

山からの搬出・発電所までの物流機能
を担う。

無利子融資*1
10.5億円

・地元森林組合
・地元林業
・木材会社
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（説明）

• 本プロジェクトは、大規模木材加工施設と木質バイオマス発電所を併設することにより、用材と
燃料の安定的調達・活用を推進する総合的な森林バイオマス資源活用事業です。

• 本プロジェクトでは、商品として流通できない松枯れ被害材も原料として利活用することにより
被害拡大を防止し、林業の再生を図ります。

• 本事業によるCO2削減効果は55,889t-CO2/年を想定しています。
（平成27年3月27日リリース）

11

（説明）

• 秋田県は豊富な森林資源を有しているものの、特に県南部では積雪によるまがり材等が多く、
間伐等による隣地残材も未利用のまま大量に蓄積しています。本事業は、これら地元未利用材
を活用する為、林業者やステークホルダーと連携することで、適正な森林管理、地元林業や関
連産業の活性化に貢献するものです。本発電所における新規雇用（25名）だけでなく、関連産
業等、幅広い範囲の地域経済活性化効果が見込まれます。

• 本事業によるCO2削減効果は77,088t-CO2 /年年を想定しています。
（平成27年3月27日リリース） 12
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（説明）

・小規模木質バイオマス発電事業は、スケールメリットが働かず十分な収益性が得られないこと等
を理由として、全国的な普及が進んでいない状況です。

・本プロジェクトは、間伐材を中心とした未利用バイオマス資源を活用した小規模（発電規模
2,000kW未満）な木質バイオマス（ガス化）熱電併給事業で、発電時の排熱等をバイナリー発電

やペレット加工時の乾燥に活用すること、加えて木質燃料をガス化することで高効率かつ安定的
な事業となります。
・本事業によるCO2削減効果は7,478t-CO2/年を想定しています。

（平成28年10月28日リリース） 13

くしま木質バイオマス株式会社
（SPC）
事業費：約2,700百万円
発電規模：1,940kW

九州電力株式会社

金融機関

株式会社サンシャインブ
ルータワー

グリーンファンド

売電
森林組合

地元林業家

保険会社
融
資

出
資

優
先

株
式

普
通
株
式

損害保険等

株式会社洸陽電機

発電設備維持 設計・据付・工事

株式会社洸陽電機

木材調達
ペレット製造

株式会社洸陽電機

木質ペレットガス化熱電併給システム

バイナリー発電

熱供給

株式会社洸陽電機

串間森林建設有限会社

南国殖産株式会社

390百万円

メンテナンス EPC

ペレット供給

（説明）

• 大手飲料製造会社である株式会社日本キャンパックとの連携により、バイオガス発電の原料で
ある食品残渣が安定的に供給される事業モデルです。原料の安定確保はバイオガス発電事業
普及の一つの課題とされており、本事業は課題解決の一つのモデルとなり得ます。

• 電力はPPSを通じて地元施設へ割安な価格で供給し、地域の資源循環を構築することで、地域

活性化に資することが期待されます。
・本事業によるCO2削減効果は1,156t-CO2/年を想定しています。

（平成25年10月4日リリース）

ドライ・イー株式
会社

エナリスＤＥバイオガスプラント株式
会社

（SPC）

株式会社日本
キャンパック

株式会社エナリス

群馬コミュニティー電力
（PPS）

地元の施設

昭和リース株式
会社

グリーンファンド

ＬＰＳ

①
総
事
業
費
8
億
円

GP：株式会社フォレスト
キャピタル

LP：株式会社エナリス
有限会社館林運輸
株式会社日本キャンパック
九州産廃株式会社
株式会社省電舎
適格機関投資家

②土地、運転人員、

食品残渣の提供

②設備保有、発電

②プラント設計、建設

①優先株（1億円）

①融資（3.5億円）

①普通株（3.5億円）

③売電

③電力卸

③地産地消電力供給
（5％～10％割安価格）

14
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（説明）

• 従来自治体で処理していた事業系廃棄物（生ごみ）を、秋田市と連携して本施設が受入・処理す
ることで、従来の秋田市の焼却処理における燃料費等のコスト低減や既存施設の延命効果等
のメリット（地域貢献）が期待できます。

• 国内の老朽化した廃棄物焼却施設の更新等への対応手法として、民間主導の本プロジェクトの
事業モデルが解決の一つの事業モデルとなり得ることが期待できます。

• 本事業によるCO2削減効果は2,544t-CO2/年を想定しています。
（平成26年3月25日リリース、平成27年10月21日更新） 15

普通株：400百万円

株式会社ナチュラルエナ
ジージャパン（SPC）

発電規模：740kW
総事業費：約3,000百万円

東北電力株式会社

食品廃棄物排出事業者
(食品卸、小売店、ホテル他)

原料供給

日立造船株式会社
(ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰ)

秋田市

ﾌﾟﾗﾝﾄ建設・運転
管理受託

一般廃棄物処理施設設置許可、

一般廃棄物再生活用業指定（予
定）、建築基準法第51条ただし書
きに基づく許可 等

金融機関 ※1

機構

日立造船株式会社
※2

その他出資者
（地元関係者等）

優先株：100百万円

優先株：100百万円

普通株： 26百万円

八端 憲明
(SPC代表者)

普通株： 34百万円

融資：2,400百万円融資
2,400百万円

出資
660百万円

収集運搬許可業者

売電 ※1 ふるさと財団からの融資含む
※2 所在地：大阪府大阪市

代表者：谷所 敬
※ 本スキーム概要は平成26年3月25日のリリー

ス時点から出融資者構成に変更が生じた為、
平成27年10月21日に更新を行っております。

ご清聴ありがとうございました。

16

本資料中の意見に係る部分は、一般社団法人グリーンファイナンス推進機構の意見を代
表するものではありません。
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18

グリーンファイナンス推進機構の概要
１．設立の目的

当法人は、低炭素社会の創出、生物多様性の保全、循環型社会の形成等のための金融を推進し、
もって持続可能な社会の形成に寄与することを目的に設置した。

２．主な業務内容
(1) 低炭素社会の創出等のための金融に関する調査研究
(2) 低炭素社会の創出等のための金融に関する情報の収集及び提供
(3) 低炭素社会の創出等のための金融に関する相談及び助言
(4) 低炭素社会の創出等のための金融を活用した事業支援
(5) 前各号に掲げる事業に付随する事業

環境省所管の「地域低炭素投資促進ファンド事業」の基金設置法人に選定され、低炭素化プロジェ
クトに対する出資事業（＝グリーンファンド）を展開している。

３．設立 平成25年5月8日法人設立

４．役員
代表理事 末吉 竹二郎（国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）特別顧問）
専務理事 品川 良一
常務理事 田吉 禎彦
理 事 平野 喬（一般財団法人地球・人間環境フォーラム専務理事）
理 事 功刀(くぬぎ) 正行（一般財団法人環境イノベーション情報機構専務理事）
理 事 森下 研（一般財団法人持続性推進機構専務理事）
理 事 後藤 敏彦（一般社団法人環境パートナーシップ会議理事）
監 事 吉澤 保幸（税理士）

18
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19

１．背景・必要性

• 温室効果ガスの大幅削減を実現し、低炭素社会を創出していくには、巨額の追加投資が必要で、そのた
めには民間資金の活用が不可欠。

• 低炭素化プロジェクトは、長期に亘るリードタイムが必要で、また、地域の事業者は資本力が比較的弱
い中小・中堅企業が多く、資金調達面で苦慮している現状がある。

収益性を有する優良プロジェクトに民間資金を呼び込むには資本力の改善がポイントになるため、「出資」と
いう形でプロジェクトを支援することが有効。

２．効果・目的
• 本ファンドの出資によるDEﾚｼｵの改善が、民間資金の更なる投融資を呼び込み、低炭素化プロジェクト

の一層の拡大に寄与できる。

• 優良プロジェクトの実現は、新たな投資を通じて地域における雇用創出、産業育成等に結びつき、地域
活性化に大きく寄与できる。

「出資」という形で「低炭素社会創出」と「地域活性化」を支援していくことが本ファンドの目的。

３．出資形態
• 直接出資・・・地域の事業者が推進する低炭素化プロジェクトに直接出資する形態。

• 間接出資・・・・「目利き力」を有する事業者や金融機関等と共同してサブファンドを組成し、サブファンド
経由で低炭素化プロジェクトに間接的に出資する形態。

グリーンファンドの目的等

◆ CO2の排出を削減・抑制し、地域経済の活性化に資する

プロジェクトを展開することでグリーン経済のための

新たなお金の流れを創出

ファンドを活用した「成功モデル」の確立

民間ビジネスとして波及

必要投資額の確保
低炭素社会
地域活性化

20
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◆「CO2削減」＋「地域活性化」に貢献する投資

対象事業の例

風力発電

中小水力発電

バイオマス発電・熱利用

中小規模の太陽光発電

地熱発電、温泉発電・熱利用

熱融通・供給（コジェネ、廃熱、太
陽熱、地中熱、地下水等の未利
用熱等）

低炭素運輸システムのためのイン
フラ整備（LRT、EV充電設備等）

これらを組み合わせ地域づくり・
まちづくりとして実施する事業

＜想定される事業の一例＞

地域の様々な企業が協力して地域活性化を
目指した事業会社を立ち上げ、地元の自然資
源を活かして風力、小水力、バイオマスなどの
事業を起こしていくようなプロジェクト。

○屋根貸太陽光発電事業○風力発電事業

○中小水力発電事業 ○バイオマス発電事業

風力発電や
中小水力発電等の

低炭素化プロジェクト

グリーンファンドの仕組み（直接出資の例）

融資

◆民間資金の呼び水として低炭素化プロジェクトを実現
地球温暖化対策税の税収を活用

グリーンファンドからの直接出資によってビジネスモデルを具体化

民間金融機関
等の融資

＜資金構成イメージ＞

実施
プロジェクト

出資

民間金融
機関等

事業者

出資

地球温暖化
対策税の

税収を活用

※グリーンファンドの出資は総出資額の２分の１未満

事
業
者
出
資

グリーン
ファンド
の出資

スキーム例

22
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23件 77.85億円の出資を決定。
出資決定案件により見込まれるCO2削減効果は、約68万t‐CO2/年。 「呼び水効果」として、約8倍の
民間資金が投入される予定であり、高い地域活性化効果を見込む。

全案件（出資額） 全案件（件数）

（陸上風力と洋上風力を含む）

【分野別】

（小水力と中小水力を含む）

（バイオガスと木質バイオマスを含む）

（温泉熱を含む）

27年度出資額・出資件数合計、3事業年度合計出資額・出資件数合計は非公表分を含む計数（分野別内訳、円グラフは公表分のみ）。

H25年度 H26年度 H27年度 合計

出資額 件数 出資額 件数 出資額 件数 出資額 件数

太陽光 0.5億円 1件 4.4億円 3件 7.7億円 3件 12.6億円 7件

風力 6.0億円 2件 0.0億円 0件 13.9億円 2件 20億円 4件

水力 0.0億円 0件 6.4億円 2件 0.0億円 0件 6.35億円 2件

バイオマス 2.0億円 2件 15.0億円 3件 0.0億円 0件 17億円 5件

地熱 3.0億円 1件 0.0億円 0件 0.0億円 0件 3億円 1件

複数 0.0億円 0件 5.0億円 1件 7.0億円 1件 12億円 2件

合計 11.5億円 6件 30.75億円 9件 35.60億円 8件 77.85億円 23件

24

太陽光

風力
バイオマス
中小水力
地熱
複数種

26
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TEL 03-6257-3863・3864
URL http://greenfinance.jp
お問合せ contact@greenfinance.jp
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講演３ 

「 再生可能エネルギー市場の動向とバイオマス発電への期待 」 

 
 

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 部長 

環境エネルギー資源戦略グループ担当 段野 孝一郎 氏 
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事例報告 

「 バイオマス産業都市さが－藻類産業の集積を目指して－ 」 

 
 

佐賀県佐賀市環境部バイオマス産業都市推進課  創エネ戦略室 

     参事兼副課長 創エネ戦略室長 井口 浩樹 氏 

平成２６年度バイオマス産業都市選定地域） 
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平成29年2月3日

藻類関連産業が
集積されたまち

佐賀市が目指すバイオマス産業都市
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藻類が持つポテンシャル

● 二酸化炭素吸収剤としての特徴
CO2 を取り込んで光合成を行う
CO2 吸収効率は、イネ科植物の数十倍

● 水質浄化能力
窒素やリンの回収ができる

● 既に製品化されているもの
サプリメント、 食品、化粧品

● 現在開発中のもの
飼料、医薬品、肥料、ジェット燃料

１．培養による副次効果

２．資源としての広がり

環境保全と経済発展を両立させるもの

【ミドリムシ】
画像提供：株式会社ユーグレナ

【ヘマトコッカス】
画像提供：株式会社アルビータ

スタートはごみ処理施設統廃合

平成１７年１０月
市町村合併

～約７年の歳月を経て～

平成２４年１１月
地元自治会と、ごみ処置施設統

合に関する協定書締結

平成２６年４月
清掃工場へ ごみ処理を統合

「迷惑施設からの脱却を図る」
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清掃工場二酸化炭素分離回収実証試験
【目的】回収CO2の安全性と分離回収コストの検証

【期間】平成25年度～平成26年度（約8,000時間稼働）

【共同研究体制 】東芝、九州電力、荏原環境プラント、佐賀市

平成25年10月
二酸化炭素分離回収試験装置稼働

平成26年10月 植物工場設置

CO2 を資源として活用し、特色ある企業誘致へつなげる

積極的な情報発信（視察・取材の依頼にはすべて対応）

CO2

平成２６年６月２５日 佐賀新聞

㈱アルビータとバイオマス利活用協定を締結

敷地面積 ： 約２ｈａ
整 備 費 ： 約１５億円
従 業 員 ： 当初４０～５０名

（約３０名の地元雇用）

ヘマトコッカス藻を培養して
アスタキサンチンを抽出・販売
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清掃工場二酸化炭素分離回収設備

二酸化炭素生産量：10ｔ-CO2/日
二酸化炭素濃度：99％以上
二酸化炭素成分規格：食品添加物の基準をクリア

排ガス

培養施設（空撮）

培養槽

CO2

清掃工場二酸化炭素分離回収設備と藻類培養施設
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佐賀市清掃工場

清掃工場周辺見取図

（株）アルビータ藻類培養施設
（2ha）H28.10稼働

二酸化炭素分離回収設備
（H28.8稼働）

植物工場の進出についても大手企業と協議中

平成２６年２月９日 佐賀新聞

平成２６年２月８日

株式会社ユーグレナと共同研究契約を締結
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出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所資料

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）

メタン発酵において発生するバイオガスからCO2 を分離回収し、微細藻類の

培養への利用技術を実証するとともに、微細藻類による脱水分離液返流負荷

の低減効果等を実証する。

藻類関連産業集積のための事業展開
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（培養・抽出拠点）

（製造拠点）

微細藻類培養
（屋外大量培養技術）

成分抽出・精製技術

食品・化粧品 医薬品・燃料

飼料・肥料（副生バイオマス利用）
研
究
施
設

流通販売拠点
市場ニーズ

佐賀市が目指す藻類関連産業の集積とは

さが藻類バイオマス協議会 ＆
さが藻類産業研究開発センター

大 学行 政

企業支援
規制緩和
国・県への支援要請
情報提供

研究開発
技術指導
情報提供

企業間協議
新規事業への挑戦
農業・養殖業への活用
佐賀ブランド化

民間企業

さが藻類産業研究開発センター
佐賀大学・佐賀市・筑波大学による藻類に関する研究開発機関

連携

抽出技術 屋外大量培養技術 育種技術 利活用技術

さが藻類バイオマス協議会

金 融

資金需要への対応
コンサルティング

佐賀大学 佐賀市 筑波大学
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さが藻類バイオマス協議会

藻類産業推進協議会の主な活動

■情報提供
藻類産業の普及に資する市場調査等についての
各種情報提供

■ビジネスマッチング
藻類産業参入の鍵となる｢シーズとニーズ｣の
マッチングの実施

■技術開発支援
開発研究機関による技術開発支援及び技術提供

■法的手続きの支援
法的手続についての助言及び藻類産業の普及に
資する規制緩和の働きかけ

■その他
藻類の開発研究に係わる大学、団体、自治体との
交流各種セミナー、講演会、研究会及び研修会等
の開催
ニュースレター、その他印刷物の発行
会員間の連絡、連携及び親睦の推進

バイオマス産業都市である佐賀市は微細藻類を活
用した新たな産業の創出に取り組んでいます。
藻類産業の創出とは、単に藻類培養の拠点化を指

すのではなく、藻類の培養（第１次産業）から有効成
分の抽出・製品加工（第２次産業）、流通・販売（第３
次産業）までの６次産業化を視野に入れたものであり、
これを実現するために、藻類産業に係る様々なス
テークホルダーが連携する場として、「さが藻類バイ
オマス協議会」を設立します。

この協議会では、藻類産業創出に関する計画、事
業等について、会員相互の情報交換、調査・研究等
を行うことにより、会員が新たな事業を育むための支
援を行い、佐賀市が藻類産業の先導的地域として発
展することを目指します。

CO2の活用からスタートした事業が地方創生策へ

低炭素社会 と 持続可能社会 が両立したまちづくり
（環境政策） （経済･エネルギー政策）

〔新産業育成による雇用の創出〕

藻類の６次産業化構築
さが藻類バイオマス協議会設立

〔学問・研究と
実用・実践の融合〕

さが藻類産業研究開発
センターの設置

〔地域資源を活かした
観光地域づくり〕

バイオマス関連施設の観光
資源化による経済の活性化

バイオマス産業都市さがの構築
（藻類関連産業の集積）

佐賀市まち･ひと･しごと総合戦略

目標達成の手段のひとつ
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ご清聴ありがとうございました！

佐賀市へのご視察及び「さが藻類バイオマス協議会」
に関するお問い合わせは下記まで。

佐賀市 バイオマス産業都市推進課
電話：0952-30-2431

Mail：biomass@ city.saga.lg.jp

【ご案内】

BS-TBS「夢の鍵」２月４日（土）17:30～18:00
佐賀市のバイオマス事業の特集を放映
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パネルディスカッション参考資料 

「 興部町のバイオマス事業の取り組みについて 」 

 
 

パネルディスカッション コーディネーター 

北海道興部町 町長 硲 一寿 氏 

バイオマス産業都市連絡協議会 会長、 
バイオマス活用推進専門家会議 委員） 

平成２５年度バイオマス産業都市選定地域） 
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平成28年度 バイオマス産業都市推進シンポジウム

「興部町のバイオマス事業の取り組みについて」

北海道 興部町長 硲 一寿

平成２９年２月３日

2

興部町の概要

人口：３，９２２人・１，８１６世帯
(H29.1.1現在)

オホーツク海沿岸の
中央部に位置する。

年間の平均気温 5.6度(H28年）

年間降水量 926.0㎜（H19～H28年平均）

・農家戸数：74戸うち搾乳農家67戸
（畑作がなく酪農畜産専門）

平成28年度
乳牛肉牛飼養頭数：1万936頭

出荷乳量：5万138トン
生産額：58億9,200万円

・漁業戸数：119戸

主な海産物
・ホタテ・毛ガニ・タラバガニ
・サケマス・イカ・カレイなど

平成28年度 漁獲売上額
38億8,800万円

（東京23区の約５８％）
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新エネルギー・バイオマス事業への取組

3

◆平成１８年３月 みどりのまちづくり基本計画策定

乳牛排せつ物と水産廃棄物等の適正処理を目的とした
バイオマスエネルギー事業の研究を進める

◆平成１９年３月 第五期興部町総合計画策定に向けた住民アンケート実施

臭気改善の要望 メタン発酵消化液（液肥）が臭気改善に有効

◆平成２０年４月 産業振興課にバイオマス事業研究担当を設置
（バイオマス産業からの雇用創出）

◆平成２３年３月 バイオマスタウン構想公表

◆平成２６年３月 バイオマスタウン産業都市選定

◆平成１１年３月 新エネルギービジョン策定

平成１３年３月 興部風力発電所（風車）が稼働 （現在休止中）

◆平成２１・２２年度 新エネルギービジョン重点・ＦＳの実施

酪農家も今後のふん尿処理、飼料畑維持を心配
生堆肥、生スラリー
利用の改善

乳牛ふん尿を中心とした「おこっぺ型」利用構想

“乳牛ふん尿をバイオガスプラントでメタン発酵処理
を行い、メタンガスの直接利用を行う。”

・乳牛ふん尿で安定した原料確保とメタン発酵 4

H23年3月 興部町バイオマスタウン構想

H22.1.4 北海道新聞
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5

6

乳牛ふん尿バイオガスプラント ⇒ 「循環バイオマス」の完成系

消化液

微生物分解 微生物体蛋白
栄養吸収

第1胃 第4胃

嫌気性発酵

セ
ル
ロ
ー
ス

メタンガス

＜燃料・エネルギー＞

＜肥料・土壌改良＞

＜乳製品＞
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乳牛ふん尿からできるエネルギー

搾乳牛の
ふん尿量

60kg/日×365日
～21900kg=21.9t/年

バイオガス
発生量

40m3/t×21.9t
～876m3/年

発電量
2kWh/m3×876m3
～1752kWh

月平均使用量 428.2kWh

年平均使用量
428.2kWh/月×12月
～5138.4kWh/年

出典：総務省統計局「家計調査」平成26年12月分速報

1世帯の平均電気使用量 ÷ 1頭での発電量
5138.4kWh ÷ 1752kWh = 2.933 ⇒ ３

約3頭分の乳牛ふん尿で、1世帯分の電気ができる

8

乳牛ふん尿バイオガスプラントの効果（抜粋）

エネルギー
利用

ＣＯ２
削減

労働力低減 労働環境改善

生ごみ等との混合発酵

地域内での自給生産

個体の衛生管理向上

乳房炎予防効果が大

悪臭軽減（ふん尿散布時）

環境負荷の低減
土壌改良効果・水質汚染防止

乳牛が好む飼料づくり
作物の良質化・雑草の減少
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個別型バイオガスプラントの展開

9

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度の実施

・ＮＥＤＯ試験事業で建設されたプラントでは、発電事業者を別と
して再整備が行われ、継続して稼働している。

・メガファームでは、５００頭以上の乳牛ふん尿処理ができるプラ
ントを建設整備し、これまで抱えていたふん尿処理問題の解決を
図っている。（成功している）

大規模酪農家だけではない！！

10

消化液利用による悪臭低減、肥料効果、雑草抑制
戻し堆肥利用による乳房炎防止、経費削減
ふん尿処理労力の低減などあるが、
ふん尿収集車両や収集経費が余計にかかる。

しかし

不安と
期待
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興部町のバイオマス産業都市計画へ

11

12
クリーンで安心・安全な「まち」を創生する！
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13

・興部町初のバイオガスプラント

・平成18年11月より稼働（NEDO実証試験事業）

※ホタテウロに含まれる重金属（カドミウム）除去試験

・平成26年からは、再生可能エネルギーの固定価
格買い取り制度（FIT）により、北海道電力へ買電を
行っている。

・牧場の乳牛ふん尿（180頭分）と興部町の生ごみ

全量と雄武町の生ごみの一部を混合発酵処理して
いる。（H27年度 受入量 ３９０ｔ）

・バイオガスと軽油を混焼するエンジンで発電を
行っており、軽油の代わりに廃食油から製造した
BDF（バイオ・ディーゼル燃料）を使用し、バイオマ
ス利用率を高めている。

・５５ｋＷｈ発電機使用。

・消化液を利用し、飼料に付加価値（有機認証）を
与え販売している。

プラントの特徴

14

・平成26年5月より工事を開始

・平成27年7月より稼働

・補助事業等を利用ぜす、自己資金で
建設

・仔牛を含めた牧場の乳牛頭数が1000頭以上の
メガファーム

・チーズをはじめとする乳製品を製造している。

・親牛のふん尿500頭以上分発酵処理する、個別
型バイオガスプラント。

・ふん尿の混じった未食サイレージなどの残さを投
入しバイオガス量を増やしている。

・１５０ｋＷｈ発電×２基（FIT売電）
（当初は１基、H28年度内に１基増設）

プラントの特徴
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興部北興バイオガスプラント

15

■補助対象事業費：本工事費 620,028,000円
測量試験費 5,799,600円
計 625,827,600円

（※発電機設備は別途民間施設として建設）

■補助事業名：
農林水産省・地域バイオマス産業化推進事業補助金

平成27年度： 227,556,000円
平成28年度： 82,468,800円
合 計 ： 310,024,800円

16

・平成２７・２８年度 農林水産省 「地域バイオマス産業化推進事業」により建設
・平成２８年１０月 完成・稼働

・市街地に近い６件の酪農家からふん尿を収集し、約５６０頭規模の処理を行う集中型
バイオガスプラント。

・消化液は、プラント敷地内のほか、２箇所に分散（サテライト貯留槽）し「衛生的な輸送
作業・効率的な散布作業」を行う。（2,000㎥×計3基）

・消化液を固液分離した固形分から、戻し堆肥を製造し、リサイクル敷料として利用（販
売）する。

・参加する酪農家等が設立した発電会社「(合)オコッペバイオエナジー」が、バイオガス

プラントから発生したガスを買い受け、１７０ｋｗｈの発電機により発電事業と、プラントへ
の熱供給事業を行う。

・下水汚泥処理、生ゴミ処理や廃棄乳の処理を計画する。

プラントの特徴
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興部北興バイオガスプラント

17

トラックスケール

敷料化施設

原料受入棟・原料槽

発酵槽・機械室

興部北興バイオガスプラント

18

消化液貯留槽

原料輸送車両発電施設(民間)

固液分離機・室

ガスバック室
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興部町と利用者の連携による実施

19

（合）オコッペバイオエナジー

●プラント運営（消化液製造）
●副産物（バイオガス）の販売

●バイオガス発電売電
●プラントへ熱供給

20

バイオマス産業への波及効果

空き店舗へ プラント事業者が事務所を設置

74



興部北興バイオガスプラント 運転状況

9月 10月 11月 12月 1月
原料投入量 ｔ／日 37.89 34.2 30.4 36.9 35.9 36.3
消化液製造量 ｔ／日 34.39 38.9 37.4 38.0
バイオガス　メタン濃度 ％ 50以上 57.6 57.6 55.5 55.4 56.1
発電機　平均出力 kwh Max170kw 139 136 132
発電機　運転時間 ｈ／日 22.65 22.97 23.45
日平均発電量 kwh／日 3,000 3,400 3,100 3,206 3,122
ガス消費量 ㎥／日 1,456 1,467 1,416

計画値
試運転期間 稼動後

単位項　　　目
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一般社団法人日本有機資源協会 

〒104-0033 

東京都中央区新川 2-6-16 馬事畜産会館 401 

Tel：03-3297-5618 Fax：03-3297-5619 

e-mail : sangyotoshi@jora.jp / hq@jora.jp 

http://www.jora.jp/ 

バイオマスくん 
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